
 

議事の特例（持ち回り審議）について（案） 

 

 

 １ 持ち回り審議を行うケース  

 ○ 緊急その他やむを得ない事情のある場合。議題の内容から合理的に判断して、会議を

招集して審議する必要がないと委員長が認める場合。 

  （具体的に想定されるケース） 

   ・技術的な法令改正等（他府省の法令改正の影響により条番号がずれるなど）につ

いて審議を行う必要がある場合 

   ・委員会の意見等を取りまとめるに当たって、実質的な内容についての委員の合意

はあり、最終的な文言調整が委員により委員長に委ねられたが、次回会合につい

ての委員間のスケジュール調整ができない場合  等 

 

 ２ 持ち回り審議の流れ  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ３ 議事の公開等について  

 ○ 審議終了後、委員長又は事務局が記者会見を行い、議事内容（委員の意見概要や議決

内容）を説明する。ただし、軽微な案件については、記者クラブに対する議事内容の

資料配布をもって代えることとする。 

 ○ 審議終了後の議事要旨・議事録、会議資料の公表の扱いについては、従来どおりとす

る。なお、議事録は、事務局の説明内容と委員からの意見内容について委員に確認の

うえ公表する。

①委員又は事務局より委員長に対し、持ち回り審議の必要性を説明。

②委員長が持ち回り審議を認める。その旨を委員に通知する。 

（その後遅滞なくホームページにおいて議題等を公表） 

③事務局から各委員に対し、事案を説明し、意

 見を聴取。（対面、電子メール、電話等） 

④各委員の意見を取りまとめ。 

修正案を調整

⑤委員長に審議結果を報告（議決）。委員長又は事務局長の記者会見を実施 or 記者クラブへ

資料配布。 

⑥次に招集する委員会において報告。 

修正が必要な場合 

※ただし、委員から会議を開くべきとの意見があった

場合には、再度委員長の判断を求めることとする。

資料７ 



郵政民営化委員会議事規則（改正案） 

 

 

 

 

 （趣旨） 

第１条 郵政民営化委員会の議事の手続その他委員会の運営に関し必要な事項

は、郵政民営化委員会令（平成１８年政令第１４３号）に定めるもののほか、

この規則の定めるところによる。 

 （会議の招集等） 

第２条 会議は、委員長が招集する。 

２ 委員長は、会議を招集するときは、その日時、場所及びその他必要な事項

を定めて、委員に通知するものとする。 

 （議長） 

第３条 委員長は、会議の議長となり、議事を整理する。 

 （利害関係を有する委員の取扱い） 

第４条 特定の事案につき特別の利害関係を有する委員は、委員会の決議があ

ったときは、当該事案に係る会議及び議決に加わることができない。 

２ 前項の委員は、当該委員の利害関係の有無に係る同項の決議に加わること

ができない。ただし、当該決議に係る審議に出席し、意見を述べることがで

きる。 

 （意見の開陳等） 

第５条 委員長は、適当と認める者に対して、会議への出席を求め、その説明

又は意見の開陳を求めることができる。 

 （公開） 

第６条 委員長は、委員会に諮った上で、会議を公開することができる。 

２ 会議の議事録及び議事要旨は、会議の都度作成し、公開するものとする。

ただし、委員長が必要と認めるときは、議事録及び議事要旨の一部又は全部

を公開しないものとすることができる。 

３ 会議資料は公開することを原則とする。ただし、資料の提出者の同意が得

られない場合には、その旨を明示した上で非公開とすることができる。 

 （議事の特例） 

第７条 緊急その他やむを得ない事情のある場合は、委員長の認めるところに

より、文書その他の方法により、会議の議事を行うことができる。議題の内容

から合理的に判断して、会議を招集して審議する必要がないと委員長が認める

場合も同様とする。 

２ 前項の場合においては、委員長は、その議事について、次に招集する会議

において報告しなければならない。 

 （雑則） 

第８条 この規則に定めるもののほか、議事の手続その他会議の運営に関し必

要な事項は、委員長が委員会に諮って定める。 

   附 則 

 この規則は、平成１８年４月３日から施行する。 

   附 則 

 この規則は、平成１９年１１月 日から施行する。

平成１８年４月３日 

郵政民営化委員会決定 

改正 平成１９年 月 日 



○郵政民営化委員会議事規則（平成１８年４月３日郵政民営化委員会決定）新旧対照表                  （参考） 

改正案 現行 

 （趣旨） 

第１条 郵政民営化委員会の議事の手続その他委員会の運営に関し必要な

事項は、郵政民営化委員会令（平成１８年政令第１４３号）に定めるもの

のほか、この規則の定めるところによる。 

 

 （会議の招集等） 

第２条 会議は、委員長が招集する。 

２ 委員長は、会議を招集するときは、その日時、場所及びその他必要な事

項を定めて、委員に通知するものとする。 

 

 （議長） 

第３条 委員長は、会議の議長となり、議事を整理する。 

 

 （利害関係を有する委員の取扱い） 

第４条 特定の事案につき特別の利害関係を有する委員は、委員会の決議が

あったときは、当該事案に係る会議及び議決に加わることができない。 

２ 前項の委員は、当該委員の利害関係の有無に係る同項の決議に加わるこ

とができない。ただし、当該決議に係る審議に出席し、意見を述べること

ができる。 

 

 （意見の開陳等） 

第５条 委員長は、適当と認める者に対して、会議への出席を求め、その説

明又は意見の開陳を求めることができる。 

 

 （趣旨） 

第１条 郵政民営化委員会の議事の手続その他委員会の運営に関し必要な

事項は、郵政民営化委員会令（平成１８年政令第１４３号）に定めるもの

のほか、この規則の定めるところによる。 

 

 （会議の招集等） 

第２条 会議は、委員長が招集する。 

２ 委員長は、会議を招集するときは、その日時、場所及びその他必要な事

項を定めて、委員に通知するものとする。 

 

 （議長） 

第３条 委員長は、会議の議長となり、議事を整理する。 

 

 （利害関係を有する委員の取扱い） 

第４条 特定の事案につき特別の利害関係を有する委員は、委員会の決議が

あったときは、当該事案に係る会議及び議決に加わることができない。 

２ 前項の委員は、当該委員の利害関係の有無に係る同項の決議に加わるこ

とができない。ただし、当該決議に係る審議に出席し、意見を述べること

ができる。 

 

 （意見の開陳等） 

第５条 委員長は、適当と認める者に対して、会議への出席を求め、その説

明又は意見の開陳を求めることができる。 

 



 （公開） 

第６条 委員長は、委員会に諮った上で、会議を公開することができる。 

２ 会議の議事録及び議事要旨は、会議の都度作成し、公開するものとする。

ただし、委員長が必要と認めるときは、議事録及び議事要旨の一部又は全

部を公開しないものとすることができる。 

３ 会議資料は公開することを原則とする。ただし、資料の提出者の同意が

得られない場合には、その旨を明示した上で非公開とすることができる。

 

 （議事の特例） 

第７条 緊急その他やむを得ない事情のある場合は、委員長の認めるところ

により、文書その他の方法により、会議の議事を行うことができる。議題

の内容から合理的に判断して、会議を招集して審議する必要がないと委員

長が認める場合も同様とする。 

２ 前項の場合においては、委員長は、その議事について、次に招集する会

議において報告しなければならない。 

 

 （雑則） 

第８条 この規則に定めるもののほか、議事の手続その他会議の運営に関し

必要な事項は、委員長が委員会に諮って定める。 

 

   附 則 

 この規則は、平成１８年４月３日から施行する。 

   附 則 

 この規則は、平成１９年１１月 日から施行する。 

 

 

 （公開） 

第６条 委員長は、委員会に諮った上で、会議を公開することができる。 

２ 会議の議事録及び議事要旨は、会議の都度作成し、公開するものとする。

ただし、委員長が必要と認めるときは、議事録及び議事要旨の一部又は全

部を公開しないものとすることができる。 

３ 会議資料は公開することを原則とする。ただし、資料の提出者の同意が

得られない場合には、その旨を明示した上で非公開とすることができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （雑則） 

第７条 この規則に定めるもののほか、議事の手続その他会議の運営に関し

必要な事項は、委員長が委員会に諮って定める。 

 

   附 則 

 この規則は、平成１８年４月３日から施行する。 

 



 


